
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２７年度 

総務経済常任委員会行政視察 
報 告 書 

期 間：平成 27 年 10 月 5 日（月）から 

平成 27 年 10 月 9 日（金）まで 

訪問先：長崎県五島市 

福岡県北九州市 

島根県浜田市 

関門海峡 

浜田港 

浮体式洋上風力 

ヤブツバキ 

門司港レトロ街 
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行 政 視 察 行 程 

 

１０月５日（月） 稚内市発 

１０月６日（火） 長崎県五島市  「椿による五島列島活性化特区」 

          長崎県五島市  「浮体式洋上風力」 

１０月７日（水） 福岡県北九州市 「門司港レトロを活用した観光施策」 

福岡県北九州市  「リノベーションによるまちづくり」 

１０月８日（木） 島根県浜田市  「浜田港を利用したロシアとの物流」 

１０月９日（金） 帰市 

 

 

行 政 視 察 参 加 者 

〔議員：総務経済常任委員会〕 

委 員 長  横 澤 輝 樹 

副委員長  佐 藤 由加里 

委 員  田 森 和 文 

  委 員  岡 本 雄 輔 

委 員  千 葉 一 幸 

  委 員  鈴 木 茂 行 

委 員  多 賀 清 剛 

  委 員  本 田   満 

 

〔同行職員〕 

建設産業部港湾課 主査 小熊 二郎 

〔事務局随行職員〕 

議会事務局庶務課 主査 木村 博之 
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平成 27 年度 総務経済常任委員会 行政視察報告書 

 

＜長崎県五島市＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【人口 39,153 人・面積 420.04ｋｍ³】（平成 27 年 9 月 30 日現在） 

 

【沿革・気候】 

五島市（ごとうし）は、長崎県の西部、五島列島の南西部に位置する市である。2004

年 8 月 1 日に福江市、南松浦郡富江町、南松浦郡玉之浦町、南松浦郡三井楽町、南松

浦郡岐宿町、南松浦郡奈留町の合併（新設合併）により誕生した。 

 五島地方は対馬暖流の影響が大きく、冬は暖かく夏は比較的涼しいといった海洋性

の気候区（西海型気候区）に属している。年間平均気温は 17℃で対馬暖流の影響を

受け比較的温暖で、年間降水量は 2,334 ㎜となっている。 

 

【地理・地形】 

五島市は、九州の最西端、長崎県の西方海上約 100 ㎞に位置している。大小 152

の島々からなる五島列島の南西部にあって、総面積は 420.04 ㎢、11 の有人島と 52

の無人島で構成されている。 
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平成 27 年度 総務経済常任委員会 行政視察報告書 

 

調査事項 

◆椿による五島列島活性化特区 

◆浮体式洋上風力 

 

選定理由 

  

日本一の本数を誇り、五島市のシンボル的な地域資源である「椿」を最大限に活用

するための施策を展開し、地域に根差した地域密着型の６次産業化を図る取組みを進

めている。平成 25 年に地域活性化総合特区の認定を受け、自生椿林の利用率向上と

耕作放棄地への椿植栽を推進し、椿油の生産量と椿関連商品の売上額の拡大に積極的

な取り組みを行っていることから、地域が持っているポテンシャルをどのように活用

し、地域の活性化につなげているのかを調査する。 

 また、世界的に実証事例が

少ない最先端の技術で、より

深い海域に対応する浮体式に

ついて、稚内市でも港湾区域

内に洋上風力の導入を検討し

ていることから、環境省で行

われている浮体式洋上風力の

実証事業をはじめ、水素製造

施設及び水素燃料電池船にお

ける現状と課題等について調

査する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
五島市福江港 
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平成 27 年度 総務経済常任委員会 行政視察報告書 

 

【椿による五島列島活性化特区】 

 

説明者 五島市 

                    農林整備課課長 川上 健一郎氏 

                    耕地森林班係長 橋口 元孝氏 

                    市長公室まちづくり推進班主査 竹内 智子氏 

 

事業概要 

五島列島では、自生する椿が 900 万本、もう一つ有名な産地である伊豆大島では

300 万本と、3 倍の椿を所有しているまちである。五島市だけで 440 万本あるうち、

約 1.4％しか活用されていなかった。これを特区の認定を受け、利用率を 5 倍の 7％

に向上しようと計画を立て、併せて椿関連商品の活用率も 5 倍に上げようとスタート

している。 

 

現状と課題 

事業を進める上では、 

①高齢化により、椿を採取する人材がいない。 

②不在地主で、椿林の所有者がわからない。 

という２点の問題点がある。 

これを解消する対策として、相続未登記となっている自生椿林を有効に活用するた

めの規制緩和を求めてきている。また、椿台帳を作成、情報をデータベース化して、

収穫体制・生産体制を確立していく。 

椿の実の増産に取り組んでいるが、園芸種ではなく、あくまでも野生種を扱ってい

るので、人工的に調整することができないため、不作が続いていたが平成 26 年は盛

り返している。椿油については、生産したものについて、全て売り上げて不足の状況

にあるが、その年によって生産量に隔たりが出ているため、目標値には至っていない。 

普及活動としては、耕作放棄地や山林原野等に「椿」を植栽する人に 10R 当たり、

100 本の苗木の支給と 41,000 円の植栽経費を助成している。また、自生している椿

林の整備することを目的に、除伐作業も行っている。 

サンドラック・資生堂・五島市共同で活動を行っている高齢者施設においてのお化

粧教室や２月の椿まつりの際に市民を対象にした植栽を行っている。 
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平成 27 年度 総務経済常任委員会 行政視察報告書 

 

その他 

2020 年には、世界各地から 400～500 人が集まり、五島市で「国際ツバキ大会」

が開催されるため、今年度から準備にかかっている。過去に日本では宮崎市、京都

市、久留米市のような大きな都市で開催しているが、五島のように比較的小さな都

市で開催することは初めてのことである。 

 

質疑応答 

 

質問 野生動物の被害はあるのか。北海道であれば、シカによる被害があるが五島

ではどうか。 

回答 一番多いのは、シカによる被害。また以前はいなかったイノシシが上五島町

から泳いできて生息するようになり、10 年前からイノシ

シによる被害も出ている。対策としては防護柵を設置し、

毎年 130 頭くらい捕獲をしている。農作物での被害が多

いのはカラスによるものである。 

 

質問 カラスによる被害が出ている農作物は、どのようなものか。 

回答 麦などの実やブロッコリー、高菜を食べてしまう。 

 

質問 椿実・椿油の生産量が落ち込んでいる年があるが、これは鳥獣や害虫等の被

害が影響しているのか。 

回答 実付きが悪かった要因が、天候なのか外敵要因なのか農業技術開発センター

に調査してもらっているが原因が特定できない。 

 

質問 この事業展開により、雇用効果が出ているのか。 

回答 新たな採油事業者ができ、販売店が増えたという部分では雇用が生まれてい

る。椿採取の労働としては 8 時間働いても 2,000 円程度にしかならない。以

前は、高齢者の方々が小遣い稼ぎでやっていたので、生産量が増えていたが、

最近はそういう方も減ってきていることから、生産量が伸び悩んでいる。 

 

質問 椿の売り込みは、効能を把握した上で資生堂に売り込んだのか。 

回答 資生堂とのきっかけは、資生堂は以前外国産の椿を利用していたが、商品の

品質向上のために、国産を使用する方針となり、いくつかの産地の中でも、

五島の椿が比較的安定的に生産できていたことで使用されるようになった。 
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平成 27 年度 総務経済常任委員会 行政視察報告書 

 

委員所感 

  

 ◇大きな問題点としては、椿油の需要はあるが、

椿が園芸種ではないことから、生育の良い年悪

い年の差が激しいことがあげられる。 

 

 ◇地元の資源を活かし、活性化を図る取り組みは

本市ではどのようなものがあるだろうと考え

させられた。「食」に関しての稚内ブランドな

どは多いが、やはり稚内は「食」が主になるの

か。資源は豊かだが、高齢化で携わる人がいなくなってきている問題は深刻。ど

んな職でもやはり生活の保障や安定性が確保されなければ、特に若者はやる気に

ならないだろう。 

 

 ◇ツバキ振興協議会、又、地域の取り組みにより５年後の経済効果が約 28 億円、

新たな雇用が 180 人と試算されており期待をしているところである。 

 

 ◇現在、椿といえば、伊豆大島が有名であり、知名度不足の解消や野生動物による

被害、気象状況による生産量の差や、相続未登記となっている自生椿林や所有者

不明の自生椿林の有効活用が課題ではあるが、今後に大きな期待が持てる事業で

もあり、地域特性を生かした産業特区は見習うべきである。 

 

 ◇本市においては、目標を設定してからの解決策への取り組みなど、参考すべき点

があると考えさせられました。 

 

 ◇実の採取が高齢化や1日2,000円の低賃金により思うようにいかず特に椿油の売

り上げが目標値を大幅に下回っているのが気になった。 

 

 ◇椿油を使用した商品として、ヘアケア化粧品や

五島うどん、柿の葉のお茶等に使用されている

が、特区を利用しての、販路の拡大・物流の改

善や関連商品の開発など「椿関連産業」の活性

化を目指しており、地域が一体となって６次産

業化を目指しており、稚内市においても、多く

の共通点があると感じた。 

 庁舎内で五島の椿を使用した 

ＴＳＵＢＡＫＩシャンプーをＰＲ 
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平成 27 年度 総務経済常任委員会 行政視察報告書 

 

【浮体式洋上風力】（現地視察も含む） 

説明者 戸田建設株式会社    西田 哲也 氏 

    再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ推進室 井川 吉幸 氏 

    再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ推進室 大座  博 氏 

 

事業概要 

 五島市は、四方を海に囲まれ、豊かな海洋資源に恵まれていることから、再生可能

エネルギーの島づくりを目指している。 

エネルギー情勢の変化に対応し、地球温暖化対策にも資する再生可能エネルギーの

導入について、地域の特性を活かしたエネルギーの選定や地域への波及効果を高める

ことが求められている。その中で洋上風力は、安定した強い風が吹いている地域で効

率的な発電が見込まれる。 

市民や事業者に身近で不可欠な電力の確保及びその利用方法や成長産業として注

目される環境・エネルギー産業の創造に向け、「五島市再生可能エネルギー基本構想」

のもと、様々な事業を展開し、海洋再生エネルギーの先進地として、浮体式洋上風力

発電や潮流発電の実証フィールドへの取り組みを進めてきている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

椛島⇔福江島 海上タクシー 

五島列島の風況マップ（NEDO） 

資料：環境省（2010年調査） 
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平成 27 年度 総務経済常任委員会 行政視察報告書 

 

現状と課題 

環境省の実証事業である浮体式洋上風力は、最大 2,000kw の発電能力を有する風

車を椛島沖に設置している。しかしながら、他の島に電力を供給する送電網が脆弱で

あることから、その豊富な発電容量を活用するため、通常の電力として使用する発電

量を 600kw の発電に留め、余剰電力を水素製造に活用している。 

 浮体式の洋上風車は、水深 100m 地点にアンカーを海底に引っ掛けて、風車を浮か

ばせている。 

 風車の定期点検は月１回行われており、船で風車に近づき、点検口から入って点検

を行うのだが、波が高いときには近づけないという。当たり前ではあるが、風が安定

して吹くということは、波が高くなることが予想できる。 

 水素製造については、余剰電力で水の電気分解を行い、水素を製造する設備やその

水素を圧縮水素として貯蔵する施設を設置している。 

さらには、環境省の受託事業で「水素燃料電池船」を製作して、船の燃料としても

利活用できる仕組みの実証事業も行っている。 

 生成した水素を使用した船の運航について

は、視察者等を乗せての運航の許可が下りてい

ないため、視察当日は、リチウム電池で駆動さ

せた運航だったが、船特有のエンジン音は一切

なく、パワー面も変わらない。 

 今の段階では、水素を生成するコストが高い

状況であるため、実用に至るまでには時間を要

するようであった。 

 稚内市と同様で、再生可能エネルギーで発電できるフィールドが豊富ではあるが、

その発電した電力を送る送電網の容量が小さいために、有効的な活用ができない状況

にある。 

五島の発電施設から長

崎本土までの送電網の整

備に要する事業費は、

600億円と試算している。 

 また、潮の流れの速い

海域に水車を設置し、潮

流発電の実証調査も行っ

ている。 

資料：環境省 

水素充填設備 MCH 製造設備 

水素製造設備（水素充填用） 水素製造設備（MCH 製造設備） 

水素燃料電池船 
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質疑応答 

 

質問 洋上風車周辺に生息している魚への影響はないのか。 

回答 影響は出ていない。 

 

 質問 陸上に比べて洋上風力の最大のメリット 

は何か。 

回答 最大のメリットは、風車の規模の大型化 

ができること。 

 

質問 風車設置に関して、景観への配慮はどうしているのか。 

回答 周辺が国立公園区域であるため、その区域内の設置は避けている。 

 

質問 洋上風力の設置について今後の予定は。 

 回答 現在、椛島沖に設置している風車を福江港側へ移設し、椛島沖に新たに３基

設置する予定である。 
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委員所感 

 

 ◇本市でも洋上風力の検討がされているが、メリット・デメリットや現在の風力発

電との違いなどをよく調査する必要があると感じた。 

 

 ◇風車の製作から設置までのご苦労や規模には驚かされた。 

  今後の成果が期待されているとのことであるが、本市では諸条件により、浮体式

は厳しいと感じた。 

 

 ◇水質や底地など環境面、水中騒音の魚類への影響、渡り鳥などのバードストラッ

ク、景観、コスト、電気分解からの水素利活用等の多岐にわたる課題があると思

った。 

 

◇建設費用に多額を要することや地元漁協等に理解を得ることが課題である。 

 

 ◇本市での実施に向けては様々な識見を広げていかなければならないと感じた。 

  昨年の台風 16 号の強風に耐えたことは浮体式風力発電が日本での可能性を示し

た。 

 

 ◇体験乗船した水素燃料電池船は、音が本当に静かで、エンジンをかけていること

がわからないくらいのレベルであるが、パワーはしっかりとあり使用用途はいろ

いろとありそうだが、電気を水素に変える時の還元率などを含め現状ではコスト

が高すぎる。 

   

◇水素燃料電池船は、ハイブリッドカーのように実用化されると、環境対策には大

きなメリットがあると感じた。また、その船には当時の五島市議会議長で現・五

島福江漁協組合長の名前が刻まれていたことに、地

域への配慮を感じた。現在、稚内市でも洋上風力を

進める話があるが、一基 60 億円を超える建設費用

や地元の漁協に理解を得ることが課題となると思

う。 

 

 ◇産学官民一体となって取り組んでいる海洋再生可能エネルギー推進事業の中で

も浮体式は世界でも実証事業が２例という最先端の技術であり、実証事業終了後

の活用方法については大変注目している。 

  

船に刻まれた船名 
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＜福岡県北九州市＞ 

 

 

 

 

 

 

調査事項 

◆門司港レトロを活用した観光施策についベーションのよるまちづくり

て 

【人口 972,867 人・面積 489.60ｋｍ³】（平成 27 年 9 月 30 日現在） 

 

【沿革・気候】 

昭和 38 年 2 月 10 日、世界自治史上、例を見ない五つの市の対等合併によって生

まれた九州で初めての 100 万人都市である。同年 4 月 1 日には全国で 6 番目の政令

指定都市になった。気候は日本海型気候区に属し、年平均気温も 15.9℃と温和である。 

 

【地理・地形】 

九州の東北端に位置し、関門海峡をはさんで本州と接する海陸交通の重要地点。大

部分は、東部の企救山魂と中央部から南へ伸びる貫山魂・福知山魂によって占められ、

北部と東南部は海に面して平野が広がる。また、地質的にも極めて安定しており、地

震が少ない地域である。 
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調査事項 

◆門司港レトロを活用した観光施策 

◆リノベーションによるまちづくり 

 

選定理由 

 門司港レトロ地区は、歴史的建造物の保存活用や親水性の高いウォーターフロント

等の整備を行い、官民による観光施設の整備などに取り組み、魅力のある観光地づく

りを進めてきた。また、ＪＲ門司港駅周辺地域に残る外国貿易で栄えた時代の建造物

を中心に、ホテル・商業施設などを大正レトロ調の整備した観光スポットで、国土交

通省の都市景観 100 選を受賞している。 

 わがまちも港町であり、観光のシンボルかつ、北海道遺産である「北防波堤ドーム」

という歴史的建造物があり、港を利用した観光拠点づくりにどのような手法があるの

かを調査する。 

 また、既存の建物（空き店舗）に改修工事を行い、用途や機能を変更して性能を向

上させ、付加価値を与えるリノベーションによるまちづくりを進めている小倉地区で

は、遊休不動産をリノベーションの手法を用いて再生させることで、その地域の産業

振興、雇用創出、コミュニティ再生、エリア価値の向上などを図る取り組みを行って

いる。 

本市においては駅前再開発事業により駅ビル

は整備され、賑わいをみせつつあるがその周辺に

ある中央アーケード街において空き店舗の利活

用が課題であり、その活用方法に学ぶべき点があ

ることから調査する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧門司三井倶楽部 

手前：国際友好記念図億書館 

奥：門司港レトロ展望室 
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門司港（はね橋） 

平成 27 年度 総務経済常任委員会 行政視察報告書 

 

【門司港レトロを活用した観光施策】 

説明者 北九州市産業経済局 

観光にぎわい部門司港レトロ課長 豊永 聡信 氏 

 

事業概要 

元々門司は港町ではあったが、国の政策によって明治 22 年に国の特別輸出港に指

定され、それから急速に発達し、横浜、神戸と並んで日本三大港の一つとして、著し

く発展してきた。 

 当時の自治省の「ふるさとづくり特別

対策事業」の採択を受け、門司港レトロ

事業を昭和 63 年度から実施している。 

第 1 期事業は昭和 63 年度から平成 6

年度までの総事業費約 300 億円、全て公

共事業で旧門司三井倶楽部の移築修理、

旧大阪商船ビルの修復をはじめ、友好都

市である中国・大連市との交流促進とレ

トロ地区の魅力向上のため、大連市にあ

る歴史的建造物の複製を建設し、国際友好記念図書館として活用している。 

第 2 期事業は、平成 9 年度から平成 19 年度までの総事業費 268 億円のうち、公共

分が約 125 億円、民間等が 143 億円で実施した。 

今事業では、滞在時間が 1～2 時間程度でしかなく、また団体客向けの飲食・物販、

駐車場・トイレが不足している状態であった課題に対応するべく、滞在時間を延長さ

せる目的で夜間景観の整備等を行っている。 

門司港ホテルは、市が資金の 23.85％を出資している第三セクターで運営している。 

周囲の景観に極力配慮し、細長い地上 30 階のビルは分譲マンションであり、最上

階には門司港レトロ展望室があり、周辺を一望できる施設として観光スポットとして

整備している。 

 はね橋（この橋が開

いて閉じたときに最

初に渡ったカップル

が結ばれるという都

市伝説がある）は、

観光名所としても人

気がある。 
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現状と課題 

事業の成果としては、観光客数が平成 6 年の 25 万人から翌年の平成 7 年には 107

万人に飛躍的な増加をし、平成 25 年では 220.8 万人にまで伸びてきている。宿泊者

も平成 7 年の 13 万人から平成 23 年には 45.1 万人、観光消費額においては平成 7 年

の 62 億円から平成 25 年には 190 億円になっており、まもなく 200 億円に達する。 

これは多くのメディアに取り上げられたことにより知名度がアップし、さらなる集

客増につながっているものである。また、当地区における雇用者数は平成 7 年 30 人

程度であったが平成 23 年には 670 人

と大幅に増えている。 

平成 7 年に官民によるまちづくり団

体「門司港レトロ倶楽部」を設立。こ

のレトロ倶楽部の役割は、地元への調

整と行政に対する要望が主である。 

また、行政のみで構成されている「関

門海峡観光推進協議会」（北九州市、下

関市、山口県）を設立し、関門地域の

観光振興を推進している。 

さらには、受け入れのソフト面においても観光ボランティアの活発的な動きにより、

観光客の満足度向上に努めている。 

このレトロ地区では、年間 300 件ほどの様々なイベントが開催されており、民間が

中心となり、様々な取り組みを行っている。 

門司港レトロ観光列車「潮風号」は、全国初の観光鉄道として開業し、運行区間約

2 ㎞（短い）、速度 15 ㎞／h（遅い）、機関車重量 10ｔ（小さい）という何れも日本

一の列車となっている。 

「るるぶ」という旅行雑誌の中

では、福岡県の人気観光スポット

ランキングで門司港レトロ地区

が 1 位を取っている。 

大きな課題となっているのは、

第2期事業で関門海峡ミュージア

ムが、県（50 億）と市（50 億）

と折半で建設しており、現在では

年間の維持管理費に 1億 5千万円

がかかり、施設利用に対する費用

対効果が得られていないことがあげられる。 

 

関門海峡ミュージアム 
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質疑応答 

 

質問 第 1 期、第 2 期の総事業費のうち市はどのくらい負担しているのか。 

回答 事業費としては、全て市が負担しているが、「ふるさとづくり特別対策事業」

の仕組みは、自治体が発行する地方債において国が交付税措置を講じている

ため、第 1 期事業は、実質 9 割が国の負担、1 割が市負担となっている。 

 

 質問 門司港開発株式会社は、第三セクターで 

あるが、市は 23.85％の出資、25％以上の

出資であれば、議会に対して報告が必要で

あるが、どのような対応になっているのか。 

 回答 あえて 25％以上という条件を回避した 

形となっているが、それは議会逃れという

ことではなく、議会にも協力をいただけなければできない事業であり、議員

の皆様から応援をいただいている。また、国への要望についても市長ほか、

議長をはじめ議員にも十分理解されている事業であり、要望活動に協力いた

だいていた。特に当時の市長が建設省出身であったため、精力的に要望活動

を行った結果である。 

 

 質問 特定目的鉄道事業の申請にあたっての懸念やどのような流れで進めたのか。 

 回答 全国で初めての観光鉄道の許可を取ったのだが、通勤客が利用するものでも

なく、スピードも遅い、距離も短いということもあり、とりあえず許可の条

件はクリアした。しかし、手続きをどうしたらよいのかは申請側、許可側も

模索状態であった。この許可は毎年更新を行っている。この鉄道は、線路の

所有がＪＲ西日本であり、鉄道を運営しているところは、福岡県の三セクで

ある平成筑豊鉄道株式会社である。元々貨物専用の運行のための線路であっ

たため、運行上問題がないか等、時間をかけて検証した結果、問題ないと判

断され、現在に至っている。市では運行経費の損失分（赤字分）だけを補て

んしている。ちなみに損失補てん分は 1,700 万円。 

 

 質問  門司港レトロ倶楽部が設立されたとき、行政側から声掛けしたのか、それと

も元々あった市民団体から連携していきましょうというものだったのか。 

 回答  お互いによく話し合う場を設けていたので、行政側・市民側のお互いにこの

ような団体を立ち上げましょうとなったと聞いている。もちろん市民側には

核たる人がいたので、行政側でこの方を通じて打診し、正式に設立した。 

門司港ホテル 
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九州鉄道記念館 

門司港レトロ観光列車のホーム 

平成 27 年度 総務経済常任委員会 行政視察報告書 

 

委員所感 

 

◇地域の様々な歴史的建造物を門司港に集約し、観光施策の目玉として門司港地区

の活性化とともに観光客の増加を図っているものであり、今後の発展が期待され

る事業である。 

 

◇県を超えた他市との連携を図るため「関門海峡観光推進協議会」が設置されてい

るが、まちづくり団体との連携がしっかりと取れていることから行政だけの協議

会で十分意思疎通が図れていることに感心した。 

 

◇本市との規模が違い過ぎるが、まち興しへの情勢は理解できる。本市で同様に民

間の関わりを求めていっても、なかなかうまくはいかないだろうと思う。今ある

観光施設を充実させていくことが求められていると感じている。 

 

◇過去に利用したことのある門司港駅は、現在は耐震改装中とのことで外観を見る

ことができず残念ではあったが、国指定の重要文化財など自由に出入りが可能で、

飲食ができることにも驚かされた。莫大な事業費、歴史的建造物の少ない稚内市

に生かすのは、なかなか難しい事業である。 

 

◇景観もさることながら「観光」と「まちづくり」が一体となった地域の振興には

学ぶべき点、参考にする点が多くあると感じた。 

 

◇平成筑豊鉄道・九州鉄道記念館を訪れる全国鉄道ファンは数多く、本市の観光施

策においても特定目的鉄道を活用し、稚内桟橋駅の復活、「観光」と「まちづく

り」が一体となった地域振興を推進できないかと改めて考えさせられた。 
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【リノベーションによるまちづくり】 

説明者 産業経済局サービス産業政策課事業推進係長 片山 二郎 氏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業概要 

リフォームとは、新築時の状態に近づくように復元することで、リノベーションと

は、新築時とは違う次元（用途変更や新たな機能等）に改修することを意味し、リノ

ベーションまちづくりとは、中心市街地にある遊休不動産をリノベーションの手法を

用いて再生することで、まちの産業、雇用創出、コミュニティ再生、エリア価値の向

上（地価の向上）を目指している。 

この事業の核となるものはリノベーションスクール、これは人材育成と物件の掘り

起こしを行うものである。このスクールは北九州市発祥であり、2011 年から実施し

ている。現在全国にこの仕組みを発信してほしいということで国交省から補助事業を

採択し、全国にこのスクールを展開しているところであり、現在では浜松市、鳥取県、

熱海市、山形市などで実施している。 

 町が抱える課題を整理する、都市政策（小倉家守構想）策定し、民間事業者と行政

と一緒になって政策的な指針をつくっていった。まずは小さなエリアで事業を展開し、 

志の高い不動産オーナーと家守候補を

みつける。通常、不動産オーナーは、

固定資産税が払っていけるのであれば

空き家になっていても関係ないという

人が多く、町のために貢献したいとい

う気持ちにならないという現状がある。

そのようなオーナー向けのセミナーを

開催し、掘り起こしを行っている。 
北九州市議会棟から見える小倉城 
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現状と課題 

小倉中心市街地のオフィス空室率が約 20％近くに達しており、この地区の賑わい

を回復させるため、リノベーション事業を推進してきた。 

オフィスが空室になってくると、昼間働く人がいなくなり、そこにある商店などで

の買物客がいなくなる。次にお客が来ない店は売上が上がらず、テナントを撤退する。

そして地域雇用が減り、賑わいがなくなっていくという「負のスパイラル」に陥る。

地価の下落についても、10 年間で 1/9 になった場所も存在する。 

これまで交流人口や居住人口の増加策はやってきていたが、就業人口に関する増加

策が手つかずの状態だったことから、これを打開するために市では、東京神田で実践

していた遊休不動産を活用した新しい人材の呼び込みに取り組んでいるものを参考

に都市型産業を集積させる仕組みを導入することが有効と考え、まずは３つの目標を

立てた。 

 

家守とは、行政・地域住民等と連携して、建物管理や入居者支援により、総合的な

地域づくりを行う者をいう。小倉家守構想検討委員会を設け、年４回開催した。構成

メンバーには、商店街組合、まちづくり関係者、学識経験者、行政関係課であるが、

いわゆる重鎮といわれるような人はメンバーに含めないように若手中心で構成した。 

若者が集まりやすいような産業を集積させて賑わいを取り戻すために、一番核とな

るのがリノベーションスクールという人材育成と実際の空き店舗をどのように活用

するかの事業計画を立てる。 

小倉駅を中心とした「中心市街地活性化基本計画」を国交省から指定（対象エリア

380ha）を受けているが、範囲が広すぎることから駅前にある商店街エリア（200m

×200m）の範囲で事業展開を行った。 

官民が情報交換をできる協議会「北九州リノベーションまちづくり推進協議会」を

設立、この協議会の役割はリノベーションスクールを開催する事業を賄う、官民が連

携して行い、国等の補助金に頼らないまちづくりの推進している。 

実際には、小倉家守講座というものを２回開催し、この講座の中から実際に事業立

てをしたオーナーを掘り起こすことができた。またその講座が終了した際に不動産オ

ーナーと新規ビジネスを考えている人とをサポートする中間民間組織「北九州家守

舎」も設立された。 

目標１ リノベーションまちづくりを記した小倉家守構想の策定 

目標２ 街なかの魅力づくりと入居者支援を担う人材「家守」の発掘と育成 

目標３ 不動産事業者やまちづくり関係者などとのネットワーク構築（官民の情報交換の場） 
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 リノベーションスクールは、3 泊 4 日の講座で、市内に実在する遊休不動産を題材

に 1 ユニット 8 名程度（ユニットマスターという講師も配置）のグループに分け、

最終日には、物件オーナーに対し、事業化を前提としたプレゼンテーションを行う。 

 物件オーナーには改修する経費が一番重要なところであるが、このスクールで提案

する事業の事業投資は 3 年～5 年で解消するような事業計画を立て、それを逆算して

家賃等を設定する。実際に事業を行う上では、予め事業者もリサーチし選定しておく。 

 事業者の予算によって、改修内容もいろいろな形がある。 

これまでスクールは、9 回行われて 500 人を超える受講生がいる。北海道からは小

樽からも来ている。 

 全国から参加をいただいているので、北九州市としても 3 泊 4 日の市内に在住す

ることになるので、経済効果もある。 

 リノベーションスクールの仕組みは、北九州市が北九州リノベーションまちづくり

推進協議会にスクールの開催依頼を行い、ここから㈱北九州家守舎が運営の委託を受

けやっている。家守舎が地元大学生へボランティアの依頼や講師の選定・依頼、受講

生の募集を行っている。 

 

リノベーションは、古い物件に手を付けることになるため、行政内部の横断的な対

応できる仕組みづくりも行っており、民間からリノベーションに関する問い合わせに

対し、ワントップ化を実現している。非常に利用者からはスムーズに進むことから好

評を得ている。 

 まち再生出資業務で、市が定める特定の区域において行われる優良な民間都市開発

事業に対し、民間都市開発推進機構（ＭＩＮＴＯ機構）が出資する。 

 リノベーションでもたらされる効果は、高額な初期投資が必要ではなく起業しやす

い環境を提供することで、潜在ニーズの掘り起こしができている。 

 成果としては、これまで 10 以上創業され、385 人の雇用創出につながっている。 

また、新しいテナントが入り商店街の通行量が増加し、賑わいを取り戻している。 
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質疑応答 

 

質問 何もなく０からのスタートだったと思うのだが、どのようなきっかけで始まっ

たのか。 

回答 家守講座を 2 回行ったときに、建築系や商店街の人たちの話を伺う中で、北九

州で、キーマンとなった不動産オーナーがいて、この人は親が不動産オーナー

で本人が引き継いだばかりの方で、その時空き物件で引き継いだ。このような

物件を持っているが実際に困っている不動産オーナーを掘り起こせることが

できた。 

 

質問 ある意味一本釣りした人たちに費用がかかるスクールを受講させたのか。 

回答 現在は、費用を取っているが、当初費用負担はなかった。５１物件のうち事業

化は１７件が事業化された。 

 

質問 スクールを開催して、事業化になったのは何回目くらいからなのか。 

回答 １回目のスクールでは５物件扱ったが、１件も実現されなかった。 

    半年後の２回目のスクールでは、１回目の分析した結果、不動産オーナーに事

業提案した後で、事業化を支援する中間組織がないことに気づき、講師で参加

していた地元の人たちが自分たちで設立しようと機運が高まり、２回目の時は

４物件提案中、３物件が事業化した。 

   ３回目以降は、全国から参加する人が増え、また不動産オーナーからも事業提

案してほしいなど話が出てくるようにまでなった。 

 

質問 実際に創業した人は地元北九州市の人が多いのか。 

回答 当初は、地元ばかりでしたが、最近は規模が大きくなっていることもあり、地

元以外の方が創業している状況である。 

 

質問 リノベーションスクールをやるにあたって、行政として新たな都市で導入しよ

うと考えている自治体は何をやるべきか。 

回答 スクール自体は、人材育成と事業化したあとの町の雇用創出や産業集積やまち

の賑わいにつながることから、ここには行政経費を投入するものと考えている。 

   １ユニット約 100 万円がかかる。これはユニットマスターといわれる講師の旅

費や謝礼金の分を負担している。事業化については民間がやるものだと考えて

おり、そこには補助金や助成金などの支援はない。しかし、市では中小企業の

制度融資を活用し、金融機関から資金を借りやすい環境を整えている。 
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委員所感 

 

◇単なるリフォームではなく、考え方や発想の転換次第で、古いものをいろんな形

に利活用できるリノベーションについては、本市でも大いに参考になるのではな

いかと思う。空き店舗もたくさんあるので、事業に取り組みたい。市民（特に若

者）を資金面や環境面で応援することが求められると考える。 

 

◇中心市街地にある遊休不動産をリフォームし、起業しやすい環境を提供し、産業

の振興、雇用の創出等を生み、定住人口・交流人口の増加を図るという政策であ

るが、稚内市にとっては、人口、又、商店街の比較が大きく異なるため、この事

業については当市にとっては現実的ではないと思われる。 

 

 ◇あまりにも稚内市と人口規模が違うため、稚内市のまちづくりに生かす難しさは

あるが、可能性のある事業でもある。 

 

◇北九州市においても昭和 54 年をピークに人口減少が続き、空き店舗増加、サー

ビス業の撤退、賑わいの減少に歯止めがきかない状況があると聞き、本市でも取

り組むことができないかと考えさせられました。中心市街地再生、活性化には有

効と感じています。 

 

◇意外なことは、検討委員会には役目の高い人や商工会議所などを入れず 30 代の

若手を中心に構成している、また特徴としては、リノベーションスクールを 3 泊

4 日の集中講座で開催し、総計 500 人超が受講し参加者の評価が高いこと、小分

け店舗を基本としていることや、関係者がリスクを分散するため初期投資額に負

担感がなく事業化へハードルが低いことである。 

 

◇この取り組みに同調してくれる不動産所有者と家守候補(起業家)の双方を官民で

情報交換できる場の設定が必要としており、行政の仕事として、お金を借りやす

くする仕組みづくりを行い補助金制度はないなど、稚内での中心街の再開発には

示唆に富んだ内容でした。 
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＜島根県浜田市＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【人口 56,890 人・面積 689.60ｋｍ³】（平成 27 年 9 月 30 日現在） 

 

【沿革・気候】 

平成 17 年 10 月 1 日に、浜田市、金城町、旭町、弥栄村、三隅町の 5 市町村が合

併し、新「浜田市」が誕生している。石見神楽やユネスコ無形文化財遺産に記載され

た石州半紙などの伝統文化、海水浴場、スキー場、しまね海洋館アクアスなど豊かな

自然を活かした観光資源を有している島根県西部の中核都市。対馬海流の影響で比較

的温暖であり、冬季の積雪も少なく自然環境や居住

条件に恵まれた地域である。 

 

【地理・地形】 

浜田市の大部分が、丘陵地や山地で、中国山地が日本海まで迫り、また、切り立っ

たリアス式地形と砂丘海岸の織りなす海岸線は、優れた自然景観と天然の良港をもた

らしている。市内には、浜田川、周布川、三隅川等の主要河川が流れており、水資源

に恵まれ、河川の下流域には平地を形成し、市街地や農地が展開している。 
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調査事項 

◆浜田港を利用したロシアとの物流 

 

選定理由 

 浜田市は、港を利用したロシアとの貿易促進に様々なプロジェクトを立ち上げ、官

民一体となってロシア貿易の発展に向けた取り組みを積極的に進めていることから、

本市におけるサハリンとの航路や物流について多くの学べる点があるため、調査する。 

 

【浜田港を利用したロシアとの物流】 

 

説明者 浜田港振興会 秀浦事務局次長（島根県しまねブブランド推進課貿易促進支援室） 

 

事業概要 

 

島根県のポートセンターである「浜田港湾振興センター」には、島根県、浜田市、

港湾関係者で構成している浜田港振興会が入っている。 

センターは平成 25 年 4 月 1 日に設立、2 年半経過。重要港湾：浜田港、三隅港、

地方港湾：江津港の 3 港を管轄している。以前までは、関係する部署が点在していた

がこれを１箇所に集約し、利用者へのワンストップサービスを実現した。 

（実施事業） 

・国際 RORO 船の航路運航安定化等対策事業 

 取扱い貨物量を増やし、航路の確実な維持・安定化を図るため、利用実績に応じた

補助の実施や物流費用の助成を行う。 

・ロシアビジネス支援体制の強化 

 ウラジオストクと浜田市側双方にビジネスサポートセンターを設置し、迅速な対応

ができるよう支援体制の強化を図る。 

・中央ロシア・シベリア市場の開拓支援 

新たな市場開拓に向け、ロシア側の事業者と連携し、モスクワで行われる国際見本

市への出展や現地での商談会等の実施、県内外の企業を対象とする研修会・商談会

や経済ミッションの開催により、新規のサプライヤーやバイヤーの掘り起こし、輸

出入品目のさらなる拡大を図る。 
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現状と課題 

  

浜田市は、対ロシア貿易について非常に力を入れており、リーマンショック以前は

中古車を中心に 120 億円くらいの規模があった。現在は、それが 40 億円程度になっ

ている。昨今のルーブル安や国同士の問題などが影響し、ロシアとの貿易が停滞して

いる。最近、日本海側の各港（新潟港・伏木富山港）の状況では、少しずつ盛り返し

ているところも見受けられる。 

 県と市でロシア貿易について、プロジェクトチームを設立しており、平成２７年度

からロシア貿易発展プロジェクトを３か年計画で遂行している。 

 90 ㎞真北にウラジオストクが位置しており、ここと結ぶ定期の RORO 船が月 2 便

運航しており、韓国・釜山港との月 1 便の定期コンテナ船もある。 

浜田港は、大きく漁港区域と貿易区域に分かれており、貿易区域でも福井地区、長

浜地区、鰐石地区に分かれている。 

福井地区では、4 つの岸壁があ

り、原木（北米）、コンテナ（韓

国）、中古車（ロシア）、石材、建

築資材、石炭を取り扱っている。 

長浜地区では 2 つの岸壁があ

り、主に原木であるが、隣町でバ

イオマス発電所が稼働しており、

その補助燃料としてＰＫＳ（ヤシ

殻）をインドネシアから輸入して

いる。 

浜田市内には、浜田港のほか三隅港があり、ここは火力発電施設があることから主

に石炭の輸入を扱っている。 

韓国・釜山港との定期コンテナ航路について、運航会社は韓国の南星海運株式会社

であり、平成 13 年から就航、毎週土曜日に寄港する。運航会社では釜山港を拠点と

して世界各地へのコンテナ航路のネットワークをもっている。 

ロシア・ウラジオストクとの定期 RORO 船航路について、平成 20 年に就航、平成

24 年に定期化され、運航会社はロシアの FESCO 社で、RORO 船（自動車が自走し

て船に取り込む船）である。月 2 便以上の運航している。浜田港が最終寄港の場合は、

36 時間でウラジオストクまで輸送できる。中古車の輸送が中心であるが、バラ積み

貨物等の輸送もスペース次第で可能である。 

また、コンテナであれば、積み替えなくシベリア鉄道へ乗せることが可能となって

いる。 
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ロシアとの航路でいえば、平成 9 年から中古車の輸出が始まっており、当時クレー

ンで車を船に乗せて輸出していた。 

浜田税関支署管内の貿易総額（平成 26 年）は、浜田港・三隅港の合計で輸出入合

わせて約 420 億円である。内訳は輸入が 373 億円、輸出が 47 億円。ただし、三隅港

は石炭がほとんどのため、その分を除いた推計値では、浜田港だけで輸入 86 億円、

輸出 47 億円の計 133 億円となっている。 

輸出入のピークは平成 19 年で、貿易額は 200 億円になっていた。リーマンショッ

ク後大きく落ち込んだが、近年は少しずつ盛り返している。 

輸出品目では、中古車が約 31 億円、次いでパルプ・古紙 7 億円、木材 2 億円。 

輸出先では、ロシアが 33 億円で中古車、非金属鉱物製品（瓦・外壁材）、次に台湾

が 5 億円でパルプ・古紙、木材、その他韓国、中国、インドネシア等アジア諸国へ輸

出している。 

輸入品目（浜田港・三隅港合計）は、石炭が 300 億円、木材が 16 億円、無機化合

物が 11 億円、ポリエチレンが 6 億円、合成樹脂が 4 億円。 

輸入先は、オーストラリアが石炭で 180 億円、インドネシアも石炭で 71 億円、中

国・カナダ・ロシアとなっている。 

国外以外にも国内貨物の物流としては、砂利・砂、石材、石油類、セメントがある。 

浜田港ロシア貿易発展プロジェクトの趣旨は、平成 9 年にスタートした中古車輸出

で、浜田市拠点のＬＩＢ社（エルアイビー社）が主として取り組んでいたことから、

この築かれた航路を活かして地域の活性化につなげることができないかということ

でプロジェクトを立ち上げた。 

その強みとしては、 

１ ロシア極東と結ばれている港は全国でも数が少ない 

２ RORO 船のコンテナは積替えなしで直接シベリア鉄道へ乗せることが可能 

３ 入港船は少量のバラ積み貨物や常温・冷蔵コンテナにも対応 

４ 中古車輸出で得た現地のビジネスネットワークと貿易ノウハウがある 

５ 地元会社のＬＩＢ社が国内の取引が成立すれば、同社が貿易を取り扱う。 

（国内業者は直接貿易のやり取りせずに済む） 

この強みを生かし、新たなビジネスへの挑戦を支援、浜田港を西日本のロシア貿易

の拠点に、プロジェクトを推進している。 

これまでの成果としては、ロシア極東市場での一定の足場固めが進んだことと、シ

ベリア鉄道ルート（シー＆レール）により、ビジネスベースでコンテナ単位の食品販

売が実現している。 

一方課題としては、食品関連では、近年日本食材が浸透し、日本各地からの輸入が

進み、競争が激化していることを受け、差別化できる商材の発掘が必要である。また

モスクワ方面に向かっての積極的な営業展開で販路開拓も必要である。さらに取り扱

いのロットを拡大し、コンテナ単位での輸出拡大が必要である。 
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質疑応答 

 

質問  平成 9 年から民間によるロシアとの航路が結ばれているが、浜田市がロシア側

と友好都市等の交流があったのか。 

    また、貨物を集めるときにどのような苦労があったのか。例えば運送業界に調

整するなどといったことをしたのか。 

回答 ロシア側とは直接友好都市を結んでいたなどということではない。 

   あくまでも民間同士のつながりから始まっている。直接的な要因ではないが隣

町ではあるが、戦争中に漂着した旧ソ連の軍人に対し、市民の人が救助してあ

げたということもあり文化交流的なものはあった。それが貿易に結びついたも

のではない。 

   浜田市は、島根県の中でも西部に位置しており、県庁所在地である松江市から

も離れていることもあり、経済的な活動の規模が小さい。地元企業の荷動きの

中でロシア向けの貨物はない状態であるが、中古車の輸出が発端であるが、地

元の貨物に求めていくものではなく、県外（広島県や香川県）からの広い範囲

で、出荷する貨物の獲得に取り組んでいる。 

 

質問 稚内ではロシアの漁船が年

間４千隻入港していたが、平

成 14 年あたりから国の法律

の強化等により、入港する船

が激減してきた。浜田港では、

これまでロシアなどの外国

船が水産物等を積んで直接

入港してしたことはあったのか。 

回答 そのようなことはなかったと思うが、一時期、北朝鮮からのカニ船が浜田港に

入ってきたことはあった。 

 

質問 稚内ではその当時漁船に中古車を積んで持っていくというのが多かった。 

   サハリンとの定期航路はあるが、貨物が伸びないために、貨物を集めることに

苦慮しているところである。 

回答 あくまでも対ロシアでいうと中古車を中心に積んでいくが、空きスペースを利

用して他の貨物で埋めていくことをやっている。 

 

質問 新車を運ぶことはないのか 

回答 ない。 
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質問 石炭を輸入しているが、需要というのはどうか。 

回答 あくまでも中国電力の火力発電所用の燃料として使用しているもの。 

   福井地区にストックしている石炭は、日本製紙の工場で溶解用に使用する石炭

である。 

 

質問 港に大型のクレーンがあるが、浜田市が所有しているものか。 

   稼働率でいうとどのくらい稼働しているか。 

回答 島根県で所有している。 

   大型クレーンは主にコンテナ船で使われるが、週 1 便であるため、稼働率とし

て月 10 日程度である。 

 

質問 コンテナヤード等あるが、元々港湾整備されていたところなのか。 

   それとも物流が開始されてから整備したのか。 

回答 岸壁の供用開始が平成 13 年であり、コンテナ船の誘致に合わせるかたちで、

岸壁を整備した。 

 

質問 浜田港とウラジオストクとでは距離的に遠い港であり、他の日本海側の港と競

合していると思うが、取引額でいうと浜田港が一番なのか。 

回答 一番取引が多い港は、伏木富山港である。次いで舞鶴港、新潟港ではないかと。 

   

質問 平成 26 年度にいろいろな取り組みをして

いるが、経費もかかっているがどのくらいし

ているのか。 

回答 プロジェクトに関する経費は、県と市で折

半しており、それぞれ 1,400 万円の負担金

を出していただいており、計 2,800 万円で事業を行っている。 

   平成 26 年度では、満額執行しているものではない。 

 

質問 物流の助成の中身は。 

回答 コンテナについては、1 コンテナで 1 回の輸送あたり 2 万円の助成を行ってい

る。中古車については、昨年度では 3,750 円。上限 2,000 台で設定していたが、

上限は超えている状況である。 
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委員所感 

 

◇コルサコフとは違い、ウラジオストクは港としての機能が充実している。 

浜田港はあくまでも物流港であり、漁船などで直接水産物が入ったことはない。 

港湾管理者が県ということもあり、市と県の連携は取りやすい環境にある。 

 

◇サハリンとの定期航路問題をかかえる本市としては、非常に身近な問題として学

ぶことができたが、県の関わりや支援の在り方など、本市にとっては課題が山積

していることが、はっきりしたのではないかと改めて思った。浜田でうまくいっ

ていることをそのまま稚内でやろうとしても失敗するだけだと感じた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇国際貿易港として発展をしている浜田港は、目を見張るものがある。特にロシア

との輸出についてずば抜けたものがあり、今後も更なる拡大を図っているところ

である。又、新たなビジネスの挑戦を支援し、浜田港を西日本のロシア貿易の拠

点とするために、近く官民一体となって、ロシア貿易プロジェクトを組織し、そ

の取り組みを推進していくということであり、今後も更なる浜田港の物流が飛躍

的に発展されることを願っている。 

 

◇浜田港は島根県が管理する重要港湾で、稚内市の末広埠頭よりも規模は小さいが、

当市と同型のコンテナクレーンや当市より小さめな保税上屋が 1 棟設置され、当

市のような地盤改良しただけのストックヤードではなく、コンクリート舗装され

たコンテナヤードがしっかりと整備がされていた。 
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◇現在、稚内サハリン定期航路が大変な状況であり、これまで、ただ貨物の発生を

待つだけで、フェリーの運航経費の支援だけを行ってきた稚内市には参考になる

部分が多く、実績のない飯野港運にこだわったアドバイザリー契約をするのでは

なく、実績のある企業にサポートをお願いするべきであったと思う。 

 

◇本市においてもサハリン航路の継続運航に向けた組織のあり方について参考す

べきと思われた。 

 

◇稚内でのサハリン物流輸出の課題として、①ロシアへ向けての道内の商材を稚内

まで集荷できるか(民間輸送会社の智恵も必要では)。②浜田市のエル・アイ・ビ

ー社のような会社をどうするのか。③サハリンに、信頼できる貿易等の窓口が設

置できるのか。④ユジノサハリンスクやハバロフスクを足場に、ロシア全土を視

野にした販路拡大を進めることが出来るのか。⑤官民が一体となって取り組みへ

向けた議論を急ぐべきではと感じた。 

 

 ◇航路の維持安定を図りつつ、他港に先駆け、ロシア全土を視野に入れた市場開拓

に力を入れていることに感銘を受けた。 


